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交流推進機構が 2010 年と 2014 年に空き家バンクを対象にアンケート調査を実施し，現状と問題を
整理している。これらの調査研究により，空き家バンクの現状，課題・問題，対応策は一とおり整
理された。 







 　1991 年時点において，空き家バンクはすでに 100 近くあったといわれるが （1） ，2000 年代以降の
移住促進事業の一つとして，日本各地で空き家バンク事業が本格化した。 
 　一般社団法人移住・交流推進機構（2014）によると，2014 年 1 月時点において，62.9％の市町村
が空き家バンクを実施している。実施主体は，85.8％の自治体が単独，他の自治体との連携が 4.6％，
第三セクター・NPO・民間企業・団体があわせて 4.3％である。最も古い空き家バンクは 1980 年
代に設立されているが，2005 年以降が 93.9％を占めている。53.3％の自治体が土地も取り扱ってい
る。しかし，調査時点の登録件数が 10 件未満の市町村が 48.7％を占め，成約件数の累計が 10 件未
満の市町村が 49.2％となっている。このように，十分な成果を上げられていない市町村が多い。 



























 　空き家バンクの実績は表 1 に示すとおりである。賃貸に関しては登録も成立も 0 件であるが，売
買に関しては，累計で，登録が 47 件，成立が 37 件である。成立件数は，2014 ― 16 年度は 12，13
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を見ると，市中心部は少なく，周辺の物件が目立つ。市の中心部は不動産価値が高く，空き家を手
放すことを躊躇するため，登録件数が少ないと考えられる。 








 　中古木造住宅取得等支援事業は，2009 年 8 月 1 日以降に，松江市内にある中古木造住宅（中心
市街地においては，木造以外の中古住宅及び中古マンションを含む）を自己の居住用として購入し
た人が，取得してから 1 年以内に工事を行う場合を対象としている。中心市街地内の場合は，補助
率 20％（上限 80 万円）で，そのうち，UJI ターン者の場合は，補助率 25％（上限 100 万円）であ
る。その他の地区の場合は，補助率 10％（上限 40 万円）で，そのうち，UJI ターン者の場合は，
補助率 15％（上限 60 万円）となっている。 
 （2）戸建賃貸住宅改修支援事業 
 　戸建賃貸住宅改修支援事業の対象となる空き家（店舗併用住宅も可）は次のとおりである。 
 　・築 10 年以上の個人居住用の住宅で，概ね 5 年以上空き家となっているもの 
 　・玄関，トイレ，浴室及び台所が設置されている一戸建ての住宅 
 　・延べ床面積が 80 平方メートル以上の住宅 
 　補助金交付の条件は次のとおりである。 
 　・家賃（管理費，共益費，駐車場使用料等を除く）が月額 6 万円以下 
表 1．松江市空き家バンクの実績
年度 2013 2014 2015 2016 計
登録件数（賃貸）
登録件数（売買） 2 26 14   5 47
合計 2 26 14   5 47
成立件数（賃貸）
成立件数（売買） 12 13  12 37
合計 0 12 13  12 37











万円），その他の地区が 10％（上限 40 万円）となっている。 
 　2016 年度に開催した空き家の片づけ・活用セミナーに 120 ― 130 人の参加者があったという。土
日の相談会にも 100 人以上参加し，ある程度ニーズがあることが確認されている （4） 。 
 （3）若年者まちなか住宅家賃助成事業 
















合町が合併して雲南市が誕生した。以後，年間に自然減が約 300 人，社会減が約 200 人で人口が継
続的に減少している。2004 年には約 45,000 人であった人口が，2015 年には 39,032 人（国勢調査）






























2005   100  21  17  47   8
2006   127  24  16  59  10
2007   132  31  19  75  23
2008   104  19  16  50  18
2009   154  24  21  68  20
2010   110  26  22  70  18
2011   168  30  28  83  22
2012   186  34  26  90  30
2013   185  30  29  76  22
2014   212  36  35  87  26
2015   282  53  37 112  28























 　利用希望者は，自治会加入や積雪など地域のことを質問する。実際，2017 年は 2 回大雪があり，
最大 1m の積雪があった。利用希望者の特徴（出身地，年代，職業など）は，表 3 に示すとおりで
ある。 




が必要であるという考えで，空き家バンク事業が実施されている （6） 。 
 　2016 年度の登録件数は 40 件で，開始からの累計は登録 260 件を数える。登録物件のうち，紹介



























年度 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 合計
2005  7   5  4  3  0 2  21
2006  9   8  0  4  3 0  24
2007  4  17  4  5  0 1  31
2008  3   7  3  6  0 0  19
2009  3   7  3  6  0 0  19
2010  3   7  3  6  0 0  19
2011  2  10  5  5  8 0  30
2012  6  15  8  3  2 0  34
2013  9   9  4  4  2 2  30
2014  9  16  6  3  2 0  36
2015  5  18 16  2 11 1  53







用の一部を助成するものである。水回りなどの改修経費が 50 万円以上の場合，対象となる。50 万
円を上限（子育て世帯（中学生以下の子ども，どちらかが 40 歳未満の夫婦）は 100 万円）として，
対象経費の 2 分の 1 以内を補助する。 
 　対象者は次のとおりである。 
 　1）市外から雲南市へ移住する者（アからウのすべての該当者） 
 　　ア． 市内に住所を有していない者，または市内に住所を有して 1 年 6 月を経過しない 20 歳以
上の者 
 　　イ．市外に 5 年以上居住している者 
 　　ウ．今後 10 年以上定住する見込みのある者 
 　2）空き家物件の所有者，または地域自主組織，自治会等，NPO 法人（上記が入居する場合に限る） 





なり，上限を 5 万円とし補助率は対象経費の 2 分の 1 以内である。対象者は，空き家物件の所有者，
または地域自主組織，自治会等，NPO 法人である。 





る。人口は，2010 年の 12,289 人から，2015 年には 11,419 人へと減少した。年齢別の人口を見ると，
年少人口，生産年齢人口の占める割合が低下している一方，老年人口の占める割合は 2015 年で











 　神河町では，空き家・空き土地バンク制度を 2006 年に開始した。その後，地元職員に学ぶ空き
家再生ワークショップや物件見学ツアーを実施している。空き家バンク経由での累積成約件数は，



























2017 年 4 月から，空き家・空き土地バンクとセットで提供される農地については，農地取得の下











 　利用希望者の居住地は，近畿 2 府 5 県で 93.1％（2017.3.7 現在）を占めている。中でも，兵庫県
が 70.8％と多く，大阪府が 16.0％で続いている。年齢構成（2016 年度）は，20 代 4.9％，30 代





 　これまでの実績（登録件数，契約成立件数）は，表 4 に示すとおりである。2006 ― 2016 年の成約
数は 110 件で，空き家 87 件，空き土地 17 件，店舗・工場 6 件である。賃貸が 67 件で，売買の 43
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具体的には，景観まちづくり助成金（国土交通省）や多自然地域における IT 関連企業の振興支援
事業（兵庫県）などの活用実績がある。これらにより，空き家活用＋創業が進められ，「楽や」（た









テナントは，「楽や」の 40 代を除き，60 代が多い。営業は毎日ではなく，多少の赤字でも，余暇
生活として営業している。店舗経営には経験が必要なので，若い人に貸すことは難しい （8） 。 
 3.3.3　空き家バンクの関連制度 
 （1）空き家活用支援 





合計 空き家 空き土地 店舗・工場 賃貸 売買
2006   3  3  0 0  2  1
2007   2  2  0 0  2  0
2008  13 13  0 0  8  5
2009   8  7  1 0  4  4
2010  17 15  1 1 12  5
2011  14  9  4 1  7  7
2012  15 14  1 0  8  7
2013  12  6  4 2  8  4
2014   9  7  2 0  4  5
2015   8  5  2 1  5  3
2016   9  6  2 1  7  2
合計 110 87 17 6 67 43




になる。補助率は，住宅・事業所の場合，県と町あわせて 2/3（上限 200 万円），地域交流拠点は，





あわせて 2/3 で，事業費の上限が 2,000 万円である。条件は，空き家活用支援事業と同じである。 
 （3）古民家再生促進支援 
 　古民家再生促進支援事業は，古民家を改修し，地域活動や交流の拠点，地域交流施設等として活
用する費用を補助するものである。補助額は，対象経費が 500 ― 1,000 万円の場合は 250 万円，1,000
万円以上の場合は 333 万円，歴史的建築物で，経費が 1,000 ― 2,000 万円の場合は 500 万円，2,000 万
円以上の場合は 666 万円である。10 年以上の活用，県の再生提案を実施したもの，自主的な再生
計画を策定し，価値を損なわず地域と連携が図れ持続可能な活用が見込まれるもの，町内業者によ
る改修，地域産（県産）材活用が条件になっている。 
 （4）UJI ターン促進支援事業補助金 
 　UJIターン促進支援事業補助金は，転入1か月以内の人で，引き続き10年以上神河町に居住する，
又は居住しようとする満 65 歳未満の人を対象にしている。補助対象経費は引越費用等移住にかか
る費用である。補助金額は，補助対象経費合計額の 2 分の 1（上限 5 万円），ただし転入日現在，
20 歳～ 40 歳の女性世帯の場合は上限 10 万円である。 
 （5）空き家等おかたづけ支援事業 





は 100％で，上限は 20 万円である。 
 （6）若者世帯向け家賃補助制度 
 　若者世帯向け家賃補助制度は，神河町内に住民票を有し，月額 4 万円以上の賃貸住宅に入居（予
定を含む）している新婚世帯，婚姻予定者，子育て世帯（月収 487,000 円以下）を対象にしている。
補助期間は，新婚世帯と婚姻予定者が 24 か月，子育て世帯が 60 か月である。家賃補助額は次の①，
②，いずれか低い方の額である。 
 　家賃額－ 40,000 円＝①（上限 2 万円） 
 　家賃額－雇用主からの住居手当額＝② 
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る。補助額は，住宅取得費用（土地代は除く）の 10 分の 1 で，上限は 100 万円である。町内に主
たる事業所を有する法人又は個人事業者を利用して新築又は増築する場合，町内の製材事業者から
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 A Study on Vacant Property Banks :  Cases of Three 
Municipalities in West Japan 
 Nobuhisa TAIRA 
 Abstract 
 　 Many municipalities suffering from population decrease operate vacant property banks that 
offer information on vacant properties to people seeking a living in rural areas.  However, only a 
few banks receive enquiries from other areas as anticipated.  A survey of Matsue City, Un-nan 
City, and Kamikawa Town in West Japan revealed that these banks face issues such as 1) lack 
of registration of vacant properties, 2) expectation mismatch between owners and users of va-
cant properties, 3) dilemma between reliability and risk avoidance for governments with respect 
to the extent of government intervention, 4) quality guarantees of vacant properties, and 5) ne-
cessity of a close linkage between the banks’ activities and overall migration policies. 
 Key words: Vacant Property Bank, Population Decrease, Migration 
 
